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調査対象 
企業数 

調査企業数 内訳 有効 
回答率 

有効回答 構成比 製造業 非製造業 

総数 8,173 3,904 100.0 2,170 1,734 47.8 

北東アジア 2,008 1,275 32.7 728 547 63.5 

  
  
  
  

中国 1,445 911 23.3 597 314 63.0 

台湾 247 122 3.1 58 64 49.4 

香港・マカオ 209 153 3.9 28 125 73.2 

韓国 101 89 2.3 45 44 88.1 

ASEAN 4,748 1,988 50.9 1,191 797 41.9 

  
  
  
  
  
  
  
  

タイ 2,000 934 23.9 593 341 46.7 

マレーシア 914 335 8.6 218 117 36.7 

シンガポール 789 237 6.1 54 183 30.0 

インドネシア 447 162 4.1 109 53 36.2 

ベトナム 292 151 3.9 114 37 51.7 

フィリピン 230 126 3.2 82 44 54.8 

カンボジア 49 20 0.5 11 9 40.8 

ミャンマー 20 16 0.4 6 10 80.0 

ラオス 7 7 0.2 4 3 100.0 

南西アジア 963 324 8.3 155 169 33.6 

  
  
  
  

インド 801 243 6.2 113 130 30.3 

スリランカ 72 32 0.8 13 19 44.4 

バングラデシュ 60 24 0.6 14 10 40.0 

パキスタン 30 25 0.6 15 10 83.3 

 本年度調査の概要(1) 

アジア・オセアニアにおける日系企業活動の実態
を把握し、その結果を広く提供すること。 

調査目的 

北東アジア5カ国・地域、ASEAN9カ国、南西アジア
4カ国、オセアニア2カ国の計20カ国・地域に進出

する日系企業（日本側による直接、間接の出資比
率が10％以上の企業）。 

調査対象 

2011年(平成23年) 8月1日～9月15日 

調査時期 

8,173社に回答を依頼し、3,904社より有効回答を
得た。国・地域別の内訳は右表の通り(有効回答
率47.8％)。  

回収状況 

(社、%) 

調査は1987年より実施し、本年度は第25回目。 
2007年度調査より非製造業も調査対象に追加。 

図表の数値は四捨五入しているため、合計が必
ずしも100％とはならない。 

台湾の調査については、財団法人交流協会の協
力を得て実施した。 

備考 

オセアニア 448 317 8.1 96 221 70.8 

  
  

オーストラリア 328 214 5.5 58 156 65.2 

ニュージーランド 120 103 2.6 38 65 85.8 
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 本年度調査の概要（２） 
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中国 

計 遼寧省 北京市 天津市 山東省 江蘇省 上海市 湖北省 福建省 広東省 その他 

回答企業数 911 98 84 40 133 31 104 50 28 296 47 

構成比(%) 100.0  10.8 9.2 4.4 14.6 3.4 11.4 5.5 3.1 32.5 5.2 

中国 省市別構成比 

中国 業種別構成比 

（注1）左記の業種分類の内訳は以下のとおり 

1.食料品：食品、農水産加工品 
2.繊維：繊維(紡績・織物・化学繊維)、衣服・繊維
製品 

3.木材・パルプ：木材・木製品、紙・パルプ 
4.化学・医薬：化学品・石油製品、医薬品、プラス
チック製品 

5.鉄・非鉄・金属：鉄鋼(鋳造製品を含む)、非鉄金
属、金属製品(メッキ加工を含む) 

6.一般機械器具：一般機械(金型・機械工具を含
む) 

7.電気機械器具：電気機械・電子機器、電気・電
子部品 

8.輸送機械器具：輸送用機器(自動車・二輪車)、
輸送用機器部品(自動車・二輪車) 

9.精密機械器具：精密機械、医療機器 
10.卸売・小売：商社、流通、販売会社 
11.金融・保険：銀行、保険、証券 
 
（注2）中国の省市別の調査結果は回答企業数

20社以上の省市、業種別の調査結果は原則各
設問の有効回答10社以上の業種を掲載した。

このため、掲載業種・省市の回答企業数の合
計は総数を下回る。 

 
 

 
 

64.4  

35.6  

大企業 中小企業 

製造業 計 
回答企業数 構成比(%) 

597 65.5 

電気機械器具 119 13.1 

輸送機械器具 104 11.4 

化学・医薬 77 8.5 

鉄・非鉄・金属 62 6.8 

食料品 44 4.8 

繊維 42 4.6 

一般機械器具 30 3.3 

精密機械器具 24 2.6 

ゴム・皮革 11 1.2 

木材・パルプ 10 1.1 

その他製造業 74 8.1 

非製造業 計 
回答企業数 構成比(%) 

314 34.5 

卸売・小売業 113 12.4 

運輸業 43 4.7 

通信・ソフトウェア業 28 3.1 

金融・保険業 18 2.0 

建設業 5 0.6 

その他非製造業 107 11.8 

中国 企業規模別構成比 

（％） 

中国 

大企業 中小企業 

回答企業数 587  324 

構成比(%) 64.4 35.6 
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（注）中小企業の定義は、日本の中小企業基本法の定
めに基づく 
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79.2  

100.0  

72.2  

46.8  

71.9  

74.4  

65.4  

57.1  

62.5  

57.7  

60.3  

47.1  

60.0  

57.1  

58.8  

54.5  

55.9  

71.4  

16.4  

25.5  

16.7  

13.0  

33.9  

18.8  

10.3  

15.4  

14.3  

16.3  

25.0  

25.4  

26.5  

11.4  

14.3  

11.8  

36.4  

23.5  

21.4  

17.7  

19.3  

4.2  

14.8  

19.4  

9.4  

15.4  

19.2  

28.6  

21.3  

17.3  

14.3  

26.5  

28.6  

28.6  

29.4  

9.1  

20.6  

7.1  

大企業(n=581) 

中小企業(n=322) 

大企業(n=24) 

中小企業(n=7) 

大企業(n=169) 

中小企業(n=124) 

大企業(n=64) 

中小企業(n=39) 

大企業(n=26) 

中小企業(n=14) 

大企業(n=80) 

中小企業(n=52) 

大企業(n=63) 

中小企業(n=34) 

大企業(n=70) 

中小企業(n=14) 

大企業(n=17) 

中小企業(n=11) 

大企業(n=34) 

中小企業(n=14) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

１．営業利益見通し(１) 
2011年の営業利益見込み(中国 省市別､企業規模別) 

 中国について、2011年

の営業利益見込みを
「黒字」とした企業の
割合は62.1％。10年度
の64.4％から2.3ポイン
ト低下。 

 省市別に「黒字」と回
答した企業の割合をみ
ると、江蘇省が約8割、
上海市が約7割、天津

市、広東省、山東省、
湖北省、北京市が約6

割。 

 企業規模別では、大企
業(65.9％)のほうが、中
小企業(55.3％)より10.6

ポイント「黒字」と回
答した企業の割合が高
いものの、ポイント差
は前年度の20.4ポイン
トより縮小した。 

 江蘇省、上海市、湖北
省では、中小企業で
「黒字」と回答した企
業の割合が7割を超え
る。 

省市別 企業規模別 

0 20 40 60 80 100 

(%) 

62.1  

64.4  

83.9  

81.1  

72.8  

70.5  

62.5  

71.9  

61.4  

67.6  

60.6  

56.5  

60.4  

59.5  

56.8  

57.1  

55.7  

55.6  

19.6  

18.6  

12.9  

10.8  

15.5  

14.4  

15.0  

12.5  

21.8  

18.1  

19.7  

21.4  

22.9  

11.9  

17.3  

21.4  

25.8  

25.6  

18.3  

17.0  

3.2  

8.1  

11.7  

15.2  

22.5  

15.6  

16.7  

14.3  

19.7  

22.1  

16.7  

28.6  

25.9  

21.4  

18.6  

18.9  

11年度(n=903) 

10年度(n=800) 

11年度(n=31) 

10年度(n=37) 

11年度(n=103) 

10年度(n=132) 

11年度(n=40) 

10年度(n=32) 

11年度(n=293) 

10年度(n=259) 

11年度(n=132) 

10年度(n=131) 

11年度(n=48) 

11年度(n=84) 

10年度(n=81) 

11年度(n=28) 

11年度(n=97) 

10年度(n=90) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

中国 

(n=903) 

江蘇省 

(n=31) 

広東省 

(n=293) 

上海市 

(n=103) 

天津市 

(n=40) 

山東省 

(n=132) 

遼寧省 

(n=97) 

北京市 

(n=84) 

福建省 

(n=28) 

湖北省 

(n=48) 

中国 

  

江蘇省 

上海市 

天津市 

広東省 

山東省 

湖北省 

北京市 

福建省 

遼寧省 

0 20 40 60 80 100 

(%) 
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(注1)2011年度の有効回答が10社以上の省市のみ掲載。 
(注2)湖北省、福建省は、有効回答10社以上となった2011年
度調査のみ掲載。 



59.5  

62.4  

88.9  

83.3  

68.5  

68.8  

58.1  

61.1  

35.7  

48.2  

20.3  
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黒字 均衡 赤字 

63.5  

65.5  

81.8  

66.7  

79.2  

85.7  

74.8  

85.7  

67.2  

67.3  

64.9  

65.7  

63.3  

62.5  

61.0  

67.0  

50.0  

40.0  

45.5  

45.5  

19.3  

18.2  

18.2  

16.7  

16.7  

15.5  

7.9  

14.8  

17.3  

16.9  

20.9  

23.3  

29.2  

23.7  

21.4  

35.7  

27.5  

18.2  

15.9  

17.2  

16.3  

16.7  

4.2  

14.3  

9.7  

6.4  

18.0  

15.4  

18.2  

13.4  

13.3  

8.3  

15.3  

11.6  

14.3  

32.5  

36.4  

38.6  

11年度(n=592) 

10年度(n=510) 

11年度(n=11) 

10年度(n=12) 

11年度(n=24) 

10年度(n=21) 

11年度(n=103) 

10年度(n=63) 

11年度(n=61) 

10年度(n=52) 

11年度(n=77) 

10年度(n=67) 

11年度(n=30) 

10年度(n=24) 

11年度(n=118) 

10年度(n=112) 

11年度(n=42) 

10年度(n=40) 

11年度(n=44) 

10年度(n=44) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

１．営業利益見通し(２) 
2011年の営業利益見込み(中国 業種別、企業規模別) (注)2011年度の有効回答が10社以上の業種のみ掲載。 

 業種別にみると､「黒字」と回答した企業の割合は､製造業(63.5%)

が非製造業(59.5%)を4.0ポイント上回った。 

 有効回答10社以上の業種で黒字企業の割合が高いのは､製造業
ではゴム・皮革(81.8%)､精密機械器具(79.2%)、非製造業では金
融・保険業(88.9%)。他方、黒字企業の割合が低い業種は、製造業
では食料品(45.5％)、繊維(50.0％)、非製造業では通信・ソフトウェ
ア業(35.7％)。 

 輸送機械器具は、10年度より黒字企業の割合が10ポイント以上低
下(85.7％⇒74.8％)。 

 企業規模別でみると、製造業、非製造業ともに、大企業は中小企
業より10ポイント以上、黒字企業の割合が高い。 

0 20 40 60 80 100 

(%) 

0 20 40 60 80 100 

(%) 

製造業 

ゴム・皮革 

精密機械器具 

輸送機械器具 

鉄・非鉄・金属 

化学・医薬 

一般機械器具 

電気機械器具 

繊維 

食料品 

非製造業 

金融・保険業 

卸売・小売業 

運輸業 

通信・ソフトウェア業 

製造業 非製造業 

企業規模別 

企業規模別 

68.3  

56.5  

15.3  

25.1  

16.4  

18.4  

大企業(n=353) 

中小企業(n=239) 
＞

 

62.3  

51.8  

18.0  

26.5  

19.7  

21.7  

大企業(n=228) 

中小企業(n=83) 

＞
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16.3  

16.4  

14.6  

15.4  

14.1  

28.8  

16.4  

19.3  

30.9  

34.7  

23.8  

24.9  

17.8  

15.2  

7.3  

11.5  

12.1  

17.5  

13.4  

20.2  

18.2  

16.7  

23.8  

11年度(n=245) 

10年度(n=202) 

11年度(n=165) 

10年度(n=123) 

11年度(n=104) 

10年度(n=99) 

11年度(n=80) 

10年度(n=67) 

11年度(n=119) 

10年度(n=110) 

11年度(n=72) 

10年度(n=80) 

  
  

  
  

  
  

１．営業利益見通し(３) 
2011年の営業利益見込み(中国 輸出比率別､現地調達比率別､従業員規模別) 

 輸出比率別に営業利益見通しをみると､輸出比率が高い企
業ほど相対的に黒字企業の割合が低い傾向がみられた。 

 現地調達比率は、営業損益との明確な関係性はみられな
かった。 

 従業員規模別に黒字企業の割合をみたところ､従業員数が
多いほど、「黒字」と回答した企業の割合が高い傾向がみら
れた。 

現地調達比率 輸出比率 

従業員規模別 

50.6  

50.6  

57.4  

70.6  

67.0  

65.5  

64.7  

68.5  

75.9  

75.0  

76.5  

75.4  

22.4  

22.7  

24.3  

19.3  

15.9  

17.6  

19.2  

18.8  

18.4  

12.5  

12.9  

13.0  

27.0  

26.6  

18.4  

10.1  

17.0  

16.9  

16.0  

12.8  

5.7  

12.5  

10.6  

11.6  

11年度(n=263) 

10年度(n=233) 

11年度(n=136) 

10年度(n=119) 

11年度(n=176) 

10年度(n=142) 

11年度(n=156) 

10年度(n=149) 

11年度(n=87) 

10年度(n=88) 

11年度(n=85) 

10年度(n=69) 

  
  

  
  

  
  

0 20 40 60 80 100 

(%) 

0 20 40 60 80 100 
(%) 

0% 

1～ 
20%未満 

20～ 
50%未満 

50～ 
80%未満 

80～ 
100%未満 

100% 

0% 

1～ 
30%未満 

30～ 
60%未満 

60～ 
90%未満 

90～ 
100% 

～49人 

50 
～99人 

100 
～199人 

200 
～499人 

500 
～999人 

1000人 
～ 

0 20 40 60 80 100 
(%) 
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46.8  

7.0  

64.6  

2.1  

62.2  

31.3  

56.1  

26.5  

46.9  

2.1  

43.0  

17.6  

40.6  

-6.8  

38.7  

0.0  

33.3  

14.3  

27.5  

-10.0  

-20 0 20 40 60 80 100 

12年度(n=883) 

11年度(n=900) 

12年度(n=48) 

11年度(n=48) 

12年度(n=82) 

11年度(n=83) 

12年度(n=98) 

11年度(n=102) 

12年度(n=96) 

11年度(n=96) 

12年度(n=128) 

11年度(n=131) 

12年度(n=288) 

11年度(n=294) 

12年度(n=31) 

11年度(n=31) 

12年度(n=27) 

11年度(n=28) 

12年度(n=40) 

11年度(n=40) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

１．営業利益見通し(４) 
DI値で見た11年､12年営業利益見通し(中国 省市別) 

 営業利益見込みについて景況
感を示すDI値でみると、中国全
体では、12年度のDI 値は46.8

ポイントと11年度（7.0ポイント）
から大きく改善。 

 12年度はすべての対象省市で
11年度より「改善」する企業の
割合が、「悪化」を上回った(DI

値がプラス)。 

 省市別にみると、12年度のDI値
は湖北省（64.6ポイント）、北京
市（62.2ポイント）が高い。11年
度のDI値は北京市(31.3ポイン
ト）、上海市（26.5ポイント）が高
い。 

省市別 

中国 

湖北省 

北京市 

上海市 

遼寧省 

山東省 

広東省 

江蘇省 

福建省 

天津市 

(ポイント) 

(注) DI値とはDiffusion Indexの略で､「改善」すると回答した企業の割合から､「悪化」 
        すると回答した企業の割合を差し引いた値。景況感を表す指標として用いられる。 
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40.2  

-1.9  

51.4  

-18.4  

44.2  

25.0  

42.5  

26.8  

42.2  

-2.5  

41.2  

-24.3  

35.6  

-9.7  

34.5  

26.7  

33.3  

25.0  

27.3  

-18.2  

-40 -20 0 20 40 60 80 100 

12年度(n=577) 

11年度(n=592) 

12年度(n=74) 

11年度(n=76) 

12年度(n=43) 

11年度(n=44) 

12年度(n=40) 

11年度(n=41) 

12年度(n=116) 

11年度(n=119) 

12年度(n=102) 

11年度(n=103) 

12年度(n=59) 

11年度(n=62) 

12年度(n=29) 

11年度(n=30) 

12年度(n=24) 

11年度(n=24) 

12年度(n=11) 

11年度(n=11) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

(ポイント) 

59.2  

24.0  

66.7  

64.7  

63.6  

33.3  

57.1  

-3.7  

51.2  

-4.7  

-20 0 20 40 60 80 100 

12年度(n=306) 

11年度(n=308) 

12年度(n=18) 

11年度(n=17) 

12年度(n=110) 

11年度(n=111) 

12年度(n=28) 

11年度(n=27) 

12年度(n=41) 

11年度(n=43) 

  
  

  
  

  

１．営業利益見通し(５) 
DI値で見た11年､12年営業利益見通し(中国 業種別) 

 業種別にDI値をみると、11年度の見通しは製造業（マイナス1.9ポイ
ント）、非製造業（24.0ポイント）、12年度の見通しは製造業(40.2ポ
イント)、非製造業(59.2ポイント)と、ともに非製造業が高い。 

 有効回答10社以上の業種で11年度のDI値が高いのは、製造業で
は繊維(26.8ポイント)、一般機械器具（26.7ポイント）、非製造業では
金融・保険業（64.7ポイント）。他方、11年度のDI値が低いのは、製
造業では輸送機械器具(マイナス24.3ポイント)。 

 12年度については、製造業では化学・医薬(51.4ポイント) を始めす
べての業種でDI値プラス。非製造業では金融・保険業(66.7ポイント)

を始めすべての対象業種で50ポイントを上回った。 

製造業 非製造業 

(注)有効回答10社以上の業種のみ掲載。 

製造業 

化学・医薬 

食料品 

繊維 

電気機械器具 

輸送機械器具 

鉄・非鉄・金属 

一般機械器具 

精密機械器具 

ゴム・皮革 

非製造業 

金融・保険業 

卸売・小売業 

通信・ソフトウェア業 

運輸業 

(ポイント) 
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総数(n=299社) 

北京市(n=17社) 

江蘇省(n=9社) 

広東省(n=119社) 

遼寧省(n=35社) 

上海市(n=22社) 

天津市(n=15社) 

山東省(n=41社) 

湖北省(n=19社) 福建省(n=7社) 

１．営業利益見通し(６) 
省市別 (％) 

11年の営業利益が悪化する理由(複数回答、上位５項目) 省市別 

11年の営業利益が改善する理由(複数回答、上位５項目) 

(％) 

13.5  
36.4  

20.0  
14.5  
13.5  

11.1  
10.0  

7.0  
6.1  

0 20 40 60 80 100 

中国 
福建省 
広東省 
山東省 
遼寧省 
江蘇省 
湖北省 
北京市 
上海市 

調達コストの削減 

現地市場での売上増加 

13.3  
23.3  

18.2  
16.3  

13.5  
11.0  
10.0  
9.7  

0 20 40 60 80 100 

中国 
北京市 
福建省 
上海市 
遼寧省 
広東省 
湖北省 
山東省 

販売効率の改善  

40.0  
60.9  

47.9  
44.4  

34.8  
33.3  

31.6  
22.2  

16.7  
12.5  

0 20 40 60 80 100 

中国 
遼寧省 
広東省 
北京市 
山東省 
天津市 
上海市 
福建省 
湖北省 
江蘇省 

生産効率の改善(製造業のみ) 

73.8  
91.7  
90.0  

83.7  
79.6  
78.4  
77.8  

72.7  
70.0  

51.6  

0 20 40 60 80 100 

中国 
天津市 
湖北省 
北京市 
上海市 
遼寧省 
江蘇省 
福建省 
広東省 
山東省 

 11年度の営業利益が「改

善」すると回答した企業にそ
の理由を複数回答で尋ねた
ところ、「現地市場での売上
増加」(73.8％)が最も多く、
とりわけ天津市、湖北省、北
京市では８割を超えた。 

 遼寧省では「生産効率の改
善」 (60.9％)の割合が高く、
福建省、江蘇省では「輸出
拡大による売上増加」 (それ
ぞれ45.5％、44.4％)の割合
が相対的に高い。 

 11年度の営業利益が「悪

化」する理由については、
「人件費の上昇」(69.2％)が

とりわけ高い。以下、「調達
コストの上昇」(48.5％) 、「為
替変動」(33.4％)、「現地市
場での売上減尐」
（31.4％）、「その他支出の
増加」（26.1％）が続き、「輸
出低迷による売上減尐」 
(24.1％)を上回った。 

26.1  
42.9  

39.0  
31.8  

26.7  
25.7  
24.4  

22.2  
17.7  

5.3  

0 20 40 60 80 100 

中国 
福建省 
山東省 
上海市 
天津市 
遼寧省 
広東省 
江蘇省 
北京市 
湖北省 

その他支出(管理費、光熱費、燃料費等)の増加 

69.2  
85.7  

82.9  
80.0  

71.4  
70.6  

68.2  
36.8  

35.3  
33.3  

0 20 40 60 80 100 

中国 
遼寧省 
山東省 
天津市 
福建省 
広東省 
上海市 
湖北省 
北京市 
江蘇省 

人件費の上昇 

33.4  
57.1  

43.7  
36.4  

29.3  
26.7  

20.0  
15.8  

11.8  
11.1  

0 20 40 60 80 100 

中国 
福建省 
広東省 
上海市 
山東省 
天津市 
遼寧省 
湖北省 
北京市 
江蘇省 

為替変動 

48.5  
71.4  

63.4  
62.9  

60.0  
46.2  
45.5  
44.4  

21.1  
11.8  

0 20 40 60 80 100 

中国 
福建省 
山東省 
遼寧省 
天津市 
広東省 
上海市 
江蘇省 
湖北省 
北京市 

調達コストの上昇 

31.4  
52.6  

45.5  
33.6  
33.3  
33.3  

28.6  
23.5  
22.9  

9.8  

0 20 40 60 80 100 

中国 
湖北省 
上海市 
広東省 
天津市 
江蘇省 
福建省 
北京市 
遼寧省 
山東省 

現地市場での売上減尐 
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総数(n=362社) 

北京市(n=43社) 

江蘇省(n=9社) 

広東省(n=100社) 

遼寧省(n=37社) 

上海市(n=49社) 

天津市(n=12社) 

山東省(n=62社) 

湖北省(n=20社) 福建省(n=11社) 

27.9  
45.5  
44.4  

38.7  
35.0  

32.4  
25.0  

20.4  
8.3  
7.0  

0 20 40 60 80 100 

中国 
福建省 
江蘇省 
山東省 
広東省 
遼寧省 
湖北省 
上海市 
天津市 
北京市 

輸出拡大による売上増加 



１．営業利益見通し(７) 

 12年度の営業利益が「改

善」すると回答した企業にそ
の理由を複数回答で尋ねた
結果では、「現地市場での売
上増加」(79.5％)が高く、 11

年度と同様に国内販売が営
業利益改善を牽引する傾向
が強い。以下、「生産効率の
改善」(46.3％)、「輸出拡大
による売上増加」(26.7％)が
上位項目に上がった。 

 遼寧省では、「生産効率の
改善」を挙げる企業の割合
が69.7％と相対的に高い。 

 12年度の営業利益が「悪

化」する理由については、
「人件費の上昇」(75.3％)が
最も多い。 

 その他、「調達コストの上昇」
(52.6％)、「為替変動」
(32.0％)が続いている。 

 

省市別 (％) 

12年の営業利益が悪化する理由(複数回答、上位５項目) 省市別 

12年の営業利益が改善する理由(複数回答、上位５項目) 

(％) 

19.4  
27.8  
27.0  

21.8  
21.4  
20.6  

19.1  
14.2  

11.8  
11.1  

0 20 40 60 80 100 

中国 
北京市 
上海市 
遼寧省 
福建省 
湖北省 
山東省 
広東省 
江蘇省 
天津市 

販売効率の改善 

現地市場での売上増加 

26.8  
42.9  

33.3  
33.3  

28.2  
27.3  

25.0  
20.0  
20.0  

0 20 40 60 80 100 

中国 
天津市 
北京市 
湖北省 
広東省 
遼寧省 
上海市 
山東省 
福建省 

不十分な価格転嫁 

75.3  
90.9  

86.7  
79.5  

66.7  
62.5  

60.0  
60.0  

57.1  
33.3  

0 20 40 60 80 100 

中国 
遼寧省 
山東省 
広東省 
湖北省 
上海市 
江蘇省 
福建省 
天津市 
北京市 

人件費の上昇 

15.8  
20.6  

18.1  
16.7  
16.4  
15.9  

14.3  
11.8  
11.8  

7.4  

0 20 40 60 80 100 

中国 
山東省 
広東省 
天津市 
遼寧省 
上海市 
福建省 
江蘇省 
湖北省 
北京市 

調達コストの削減 

46.3  
69.7  

52.0  
50.0  

48.3  
38.1  

33.3  
30.0  

27.3  
22.7  

0 20 40 60 80 100 

中国 
遼寧省 
山東省 
湖北省 
広東省 
北京市 
江蘇省 
天津市 
福建省 
上海市 

生産効率の改善(製造業のみ) 

28.9  
37.5  

33.3  
33.3  
33.3  

26.7  
20.0  
20.0  

18.2  
14.3  

0 20 40 60 80 100 

中国 
上海市 
北京市 
湖北省 
広東省 
山東省 
江蘇省 
福建省 
遼寧省 
天津市 

その他支出(管理費、光熱費、燃料費等)の増加 

52.6  
80.0  

63.6  
60.0  
60.0  

50.0  
48.7  

42.9  
33.3  

0 20 40 60 80 100 

中国 
福建省 
遼寧省 
山東省 
江蘇省 
上海市 
広東省 
天津市 
湖北省 

調達コストの上昇 

26.7  
38.2  

35.3  
29.4  
29.0  

23.5  
21.4  

17.5  
16.7  

11.1  

0 20 40 60 80 100 

中国 
遼寧省 
山東省 
江蘇省 
広東省 
湖北省 
福建省 
上海市 
天津市 
北京市 

輸出拡大による売上増加 

32.0  
48.7  

40.0  
40.0  

27.3  
20.0  

14.3  
12.5  

0 20 40 60 80 100 

中国 
広東省 
江蘇省 
福建省 
遼寧省 
山東省 
天津市 
上海市 

為替変動 

79.5  
92.9  
92.1  

83.3  
82.6  
82.4  

75.9  
70.9  

67.7  
58.8  

0 20 40 60 80 100 

中国 
福建省 
上海市 
天津市 
広東省 
湖北省 
北京市 
遼寧省 
山東省 
江蘇省 
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総数(n=506社) 

北京市(n=54社) 

江蘇省(n=17社) 

広東省(n=155社) 

遼寧省(n=55社) 

上海市(n=63社) 

天津市(n=18社) 

山東省(n=68社) 

湖北省(n=34社) 福建省(n=14社) 

総数(n=97社) 

北京市(n=3社) 

江蘇省(n=5社) 

広東省(n=39社) 

遼寧省(n=11社) 

上海市(n=8社) 

天津市(n=7社) 

山東省(n=15社) 

湖北省(n=3社) 福建省(n=5社) 



２.今後の事業展開(１) 
今後１～２年の事業展開の方向性(中国 省市別) 

46.5  

57.3  

64.2  

67.0  

78.4  

74.4  

47.8  

36.8  

28.4  

25.2  

20.4  
23.6  

4.2  

4.3  

2.5  

4.9  

0.6  

1.6  

1.4  

1.7  

4.9  
2.9  

0.6  

0.4  

100%(n=71) 

80～100％未満(n=117) 

50～80％未満(n=81) 

20～50％未満(n=103) 

1～20％未満(n=162) 

0%(n=246) 63.5 

58.8  

59.8  

68.6  

75.8  

36.5 

33.9  

35.6  

26.5  

22.2  

4.8  

3.0  

3.2  

0.5  

2.4  

1.5  

1.7  

1.5  

～90年(n=52) 

91～95年(n=165) 

96～2000年(n=132) 

01～05年(n=347) 

06～11年(n=198) 

今後１～２年の事業展開の方向性をみると、「拡大」す
ると回答した企業の割合は66.8％と、10年度調査結果
（65.2％）と同様に6割を超えた。省市別では、湖北省が
81.6％と特に高かった。 

現地調達比率との関係では、現地調達比率が高い企
業ほど、事業拡大を志向する企業の割合が高い傾向
がみられる。 

設立年との関係では、設立後の経過年数が短い程事
業拡大を志向する企業の割合が高い。 

売上に占める輸出比率との関係では、輸出比率の低
い(国内販売比率の高い)企業ほど、事業拡大を志向す
る企業の割合が高い傾向。 
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省市別 



２．今後の事業展開(２) 

主な販売先別(企業向け/消費者向け)で事業拡大傾向をみると、消費者向け販売(B to C)を主とする企業では、「拡大」と回答した割合が79.8％
と、企業向け販売(B to B)を主とする企業(65.1％)を上回った。 

省市別にみると、企業向けでは、湖北省、上海市、北京市で「拡大」の割合が７割を超えた。他方、消費者向けでは、湖北省、上海市、北京市、
福建省、天津市で、「拡大」の割合が８割を超えた。 

今後１～２年で事業を「拡大する」とする比率(業態別 中国 省市別) 

59.1  

59.8  

60.3  

61.3  

61.8  

67.9  

74.6  

74.7  

79.5  

65.1  

福建省(n=22) 

遼寧省(n=87) 

山東省(n=116) 

広東省(n=271) 

天津市(n=34) 

江蘇省(n=28) 

北京市(n=59) 

上海市(n=87) 

湖北省(n=44) 

総数(n=790) 

0 20 40 60 80 100 
(％) 

66.7  

70.0  

71.4  

80.0  

83.3  

83.3  

85.7  

100.0  

79.8  

遼寧省(n=9) 

広東省(n=20) 

山東省(n=14) 

天津市(n=5) 

福建省(n=6) 

北京市(n=24) 

上海市(n=14) 

湖北省(n=5) 

総数(n=104) 

0 20 40 60 80 100 
(％) 

企業向け販売を主とする企業 消費者向け販売を主とする企業 
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※ n=5以上の省市のみ記載 



２.今後の事業展開(３) 
今後１～２年の事業展開の方向性(中国 業種別) 

79.8  

68.8  

19.3  

26.3  

0.9  

2.5  
2.5  

大企業(n=228) 

中小企業(n=80) 

拡大 現状維持 縮小 第３国（地域）へ移転・撤退 

66.7  

60.0  

60.0  

67.4  

66.7  

77.8  

91.7  

88.9  

76.9  

90.1  

70.8  

77.0  

33.3  
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27.9  

29.6  

18.5  

8.3  

11.1  
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 業種別に事業拡大を志向する企業の割合をみると、非製造業(77.0％)が製造業(61.4％)を上回る。 
 業種別で「拡大」の割合が高いのは、製造業では、食料品(77.3％)、精密機械器具(70.8％)、輸送機械器具(68.6％)、非製造業では、卸売･小売
業(90.1％)、金融･保険業(88.9％)など。10年度調査との比較では、ゴム・皮革、卸売・小売業で10ポイント以上、「拡大」を志向する企業の割合
が増加している。 

 企業規模別にみると、製造業、非製造業とも大企業の事業拡大志向は中小企業を上回る。 
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50.0  
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10年度(n=21) 

11年度(n=24) 

10年度(n=44) 
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拡大 現状維持 縮小 第３国(地域)へ移転・撤退 
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製造業 

食料品 

精密機械器具 

輸送機械器具 
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鉄・非鉄・金属 

電気機械器具 
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木材・パルプ 
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２.今後の事業展開(４) 

事業拡大の具体的な方針は、
「新規市場の開拓」 が６割を上
回り、「追加投資による既存の事
業規模拡大」、「生産品目/サー
ビス内容の多角化」が続く。 

省市別では、上海市、天津市、
北京市では「新規市場の開拓」、
江蘇省、福建省、広東省では、
「追加投資による既存の事業規
模拡大」が相対的に他省市より
高い。 

事業拡大の方針(中国、複数回答) 

省市で傾向に差が見られた回答 

61.6  

48.6  

42.8  

15.9  
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7.4  

4.9  

64.8  
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生産品目／サービス内容の多角化（分野の拡大） 

設計・研究開発／企画機能の強化 

特定品目の生産拠点／サービス拠点を自社に集約 

他社への出資もしくはM&Aによる事業規模／領域拡大 

その他 
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Copyright © 2012 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 15 

新規市場の開拓(営業/販売ネットワーク拡充) 追加投資による既存の事業規模拡大 設計・研究開発／企画機能の強化 



２.今後の事業展開(５) 

 今後１～２年の事業展開の方向性について、「縮小」(2.7％)もしくは「第３国(地域)への移転･撤退」(1.7％)と回答した企業は39社(構成比4.4％)
と極めて尐ない。 

 その理由についての回答(複数回答)では、「コストの増加（調達コストや人件費など）」(81.6％)が最も高く、以下、「規制の強化」（42.1％）、「取
引先の関係」（23.7％）と回答した企業の割合が10年度調査と比べて10ポイント以上増加した。 

事業縮小もしくは移転･撤退の理由 
(中国、複数回答) 

81.6  

42.1  

31.6  

23.7  

18.4  

2.6  

70.4 

29.6 

33.3 

7.4 

25.9 

3.7 

コストの増加 

（調達コストや人件費など） 

規制の強化 

売上の減尐 

取引先との関係 

本社のリストラ策の一環 

FTA/EPAの進展による 

生産・販売ネットワーク見直し 

11年度（n=38) 10年度（n=27) 

0 20 40 60 80 

(％) 

100 

事業縮小もしくは移転・撤退と回答した企業内訳 

(注)カッコ内は、各省市、業種の回答企業数に占める、「事業縮小｣
もしくは「第３国(地域)への移転・撤退」と回答した企業の割合。 

上海市 

1社 

(1.0%) 

遼寧省 

6社 

(6.3%) 

江蘇省 

1社 

(3.3%) 

山東省 

8社 

(6.2%) 

広東省 

17社 

(5.8%) 

天津市 

2社 

(5.1%) 

北京市 

2社 

(2.4%) 

製造業 33社(5.6%) 

電気機械器具 11社(9.3%) 

繊維 4社(9.5%) 

輸送機械器具 4社(3.9%) 

食料品 2社(4.5%) 

化学・医薬 2社(2.7%) 

木材・パルプ 1社(11.1%) 

ゴム・皮革 1社(9.1%) 

精密機械器具 1社(4.2%) 

一般機械器具 1社(3.6%) 

鉄・非鉄・金属 1社(1.6%) 

その他製造業 5社(7.0%) 

非製造業 6社(2.0%) 

運輸業 2社(4.7%) 

通信・ソフトウェア業 1社(3.7%) 

卸売・小売業 1社(0.9%) 

その他非製造業 2社(1.9%) 
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福建省 

2社 

(7.1%) 
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繊維(n=42) 

精密機械器具(n=24) 
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木材・パルプ(n=10) 

輸送機械器具(n=102) 

製造業(n=592) 

総数(n=904) 

３．東日本大震災の影響と対応(1) 
東日本大震災による事業への影響 

(中国 省市別、業種別) 

188 
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（ある） 
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（ある） 

なかった（ない） 
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省市別 
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16.1  

30.0  

30.4  

38.8  

56.6  

54.9  

43.1  

53.6  

52.0  

61.3  

55.0  

57.0  

40.8  

33.7  

31.6  

43.1  

32.1  

32.7  

22.6  

15.0  

12.6  

20.4  

北京市(n=83) 

山東省(n=133) 

上海市(n=102) 

福建省(n=28) 

遼寧省(n=98) 

江蘇省(n=31) 

天津市(n=40) 

広東省(n=293) 

湖北省(n=49) 

0 20 40 60 80 100 (％) 

業種別 
0 20 40 60 80 100 

(％) 

東日本大震災により、事業に影響(深刻な影響＋軽微な影響)があった企
業の割合は74.7％。特に、自動車産業が集積する湖北省、広東省、天津
市において、深刻な影響を受けた企業の割合が高い。 

製造業では輸送機械器具、木材パルプ、非製造業では運輸業、通信・ソ
フトウェア業で深刻な影響があった企業の割合が多かった。 

(注)n＞10の地域、業種 
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３．東日本大震災の影響と対応(２) 

影響を受けた具体的事業活動では、「日本からの仕入れ・調達の
減尐」 と回答した企業が304社で最大、「現地販売の減尐」が240
社で続く。 

事業活動が影響を受けた期間は、仕入れ・調達、現地販売のいず
れに関しても、８割以上の企業が６ヵ月未満と回答。 

東日本大震災によって影響を受けた 
具体的な事業活動と期間（中国） 

304  

240  

202  

179  

87  

64  

56  

13 

36 

45 

29 

105 

77 

56 

日本からの 

仕入れ・調達 

(n=317) 

現地販売 

(n=276) 

日本への輸出 

(n=247) 

現地生産・加工 

(製造業のみ) 

(n=208) 

在庫(部品・原材料) 

(n=192) 

在庫(製品・商品) 

(n=141) 

現地調達・仕入れ 

(n=112) 減尐 増加 

0 100 200 300 (社) 

日本からの仕入れ・調達の減尐 現地販売の減尐 

日本への輸出の減尐 

在庫(部品・原材料)の減尐 

現地生産・加工の減尐(製造業のみ) 

58.3
% 

28.7
% 

3.7% 

3.0% 
6.3% 

50.5% 

30.8% 

11.6% 3.0% 

4.0% 

56.9
% 

36.8
% 

4.0% 
0.6% 1.7% 

49.6
% 40.2

% 

6.0% 

0.9% 
3.4% 

57.1
% 

34.5
% 

3.6% 4.8% 

58.1
% 

36.2
% 

4.8% 
1.0% 0.0% 

    

影響の期間 

在庫(部品・原材料)の増加 

1～3ヵ月未満    3～6ヵ月未満     6ヵ月～1年未満 

1年以上          予測不可 
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３．東日本大震災の影響と対応(３) 

震災後の事業戦略・方針については、「見直さない(なかった)」との回
答が66.7％と全体の3分の2を占めた。最大の理由は、「既にサプライ
チェーンが復旧」したこと。「大幅に見直した」との回答は3.3％にとど
まった。 
また、見直さない理由の「その他」には、日本との取引(調達・販売)が
ない・尐ない、との記述が目立った(自由記述方式)。 

見直す企業の具体的方針では、「現地調達・仕入れの拡大」および
「日本からの仕入れ・調達の縮小」が上位２項目だった。 

震災後の事業戦略・方針の見直し（中国） 
具体的な見直し方針(複数回答) 

中国 総数(n=306 ) 

10 

(.3.3％) 

92 

(30.1％) 

204 

(66.7％) 

大幅に見直した（見直す） 

多尐見直した（見直す） 

見直さない（なかった） 

0 10 20 30 40 

(％) 

37.4  

29.1  

21.1  

17.1  

15.4  

14.6  

10.9  

10.0  

9.1  

7.7  

6.0  

5.1  

5.1  

3.1  

14.3  

現地調達・仕入れの拡大 

日本からの仕入れ・調達の縮小 

現地販売の拡大 

在庫（部品・原材料）の圧縮 

事業の拡大（現地生産増など） 

在庫（部品・原材料）の積み増し 

在庫（製品・商品）の圧縮 

日本への輸出の縮小 

在庫（製品・商品）の積み増し 

事業の縮小・撤退（現地生産減など） 

現地調達・仕入れの縮小 

日本への輸出の拡大 

現地販売の縮小 

日本からの仕入れ・調達の拡大 

その他 (n=350 ) 

35.4  

19.6  

13.9  

12.2  

7.1  

34.6  

既にサプライチェーンが復旧 

従前の取引先との関係を重視 

日本から代替の難しい部品・原材

料を仕入れている 

従前から、調達先を分散してきた 

従前から、余裕をもった在庫管理を

してきた 

その他 

見直さない理由(複数回答) 

(n=353 ) 

0 10 20 30 50 

(％) 

40 
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 ４．経営上の問題点(1) 
経営上の問題点(中国 全分野上位10項目、複数回答) 

回答項目          
2011年度 

(％) 

2010年度 

(％) 

増減 

(ポイント) 

1位 従業員の賃金上昇 84.9  79.6  5.3  

2位 調達コストの上昇 64.1  55.9  8.2  

3位 現地人材の能力・意識 53.5  39.6  13.9  

4位 競合相手の台頭(コスト面で競合) 53.3  57.5  -4.2  

5位 従業員の質 47.6  48.4  -0.8  

6位 限界に近づきつつあるコスト削減 46.4  42.7  3.7  

7位 人材(一般ワーカー)の採用難(製造業のみ) 43.7  42.7  1.0  

8位 品質管理の難しさ 43.4  43.3  0.1  

9位 幹部候補人材の採用難 41.9  42.0  -0.1  

10位 原材料・部品の現地調達の難しさ 41.3  43.1  -1.8  

(注１)「現地人材の能力・意識」は、10年度調査の選択肢では「現地人材の能力・意識の低さ」としていた  

経営上の問題点では、「従業員の賃金上昇」（84.9％）がとりわけ高い。以下、「調達コストの上昇」、「現地人材の能力・意識」、「競合相手の台頭
(コスト面で競合)」が続く。「従業員の賃金上昇」、「調達コストの上昇」、「現地人材の能力・意識」と回答した企業の割合は前年度より増加した。 
日系企業は主に、コスト上昇(「従業員の賃金上昇」、「調達コストの上昇」)の一方、厳しいコスト削減圧力(「競合相手の台頭(コスト面で競合)」、
「限界に近づきつつあるコスト削減」)に直面している。また、労務面(「現地人材の能力・意識」、「従業員の質」、「人材（一般ワーカー）の採用難」、
「幹部候補人材の採用難」)でも問題を抱えていることがうかがえる。 
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４．経営上の問題点(2) 
経営上の問題点(中国 全分野上位10項目、省市別、複数回答) 

従業員の賃金上昇 調達コストの上昇 
競合相手の台頭 
(コスト面で競合) 

現地人材の能力・意識 従業員の質 

84.9  

96.8  

91.8  

89.3  

87.3  

83.5  

80.0  

79.5  

75.0  

69.4  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=902) 

江蘇省(n=31) 

遼寧省(n=98) 

山東省(n=131) 

広東省(n=292) 

上海市(n=103) 

天津市(n=40) 

北京市(n=83) 

福建省(n=28) 

湖北省(n=49) 

(％) 

64.1  

82.4  

76.9  

70.0  

65.0  

61.8  

61.5  

60.9  

58.6  

45.0  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=562) 

上海市(n=34) 

天津市(n=26) 

遼寧省(n=60) 

北京市(n=20) 

広東省(n=225) 

山東省(n=91) 

福建省(n=23) 

江蘇省(n=29) 

湖北省(n=20) 

53.5  

61.5  

60.0  

56.8  

54.8  

53.9  

53.2  

52.6  

51.3  

48.7  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=848) 

福建省(n=26) 

山東省(n=125) 

天津市(n=37) 

江蘇省(n=31) 

遼寧省(n=91) 

湖北省(n=47) 

上海市(n=97) 

広東省(n=275) 

北京市(n=74) 

53.3  

65.8  

60.3  

60.2  

60.0  

51.9  

51.0  

44.4  

44.3  

36.4  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=893) 

天津市(n=38) 

広東省(n=292) 

上海市(n=103) 

江蘇省(n=30) 

北京市(n=81) 

湖北省(n=49) 

福建省(n=27) 

遼寧省(n=97) 

山東省(n=129) 

47.6  

61.3  

57.3  

52.5  

48.5  

47.6  

43.9  

40.8  

39.3  

34.9  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=902) 

江蘇省(n=31) 

山東省(n=131) 

天津市(n=40) 

上海市(n=103) 

広東省(n=292) 

遼寧省(n=98) 

湖北省(n=49) 

福建省(n=28) 

北京市(n=83) 
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限界に近づきつつある 
コスト削減 

人材(一般ワーカー)の
採用難(製造業のみ) 

品質管理の難しさ 幹部候補人材の採用難 
原材料・部品の現地調
達の難しさ 

46.4  

65.4  

55.6  

48.3  

45.0  

41.8  

39.1  

35.3  

30.0  

10.0  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=562) 

天津市(n=26) 

広東省(n=225) 

江蘇省(n=29) 

遼寧省(n=60) 

山東省(n=91) 

福建省(n=23) 

上海市(n=34) 

湖北省(n=20) 

北京市(n=20) 

43.7  

75.0  

62.1  

55.8  

53.6  

40.5  

37.7  

37.7  

27.3  

17.9  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=591) 

福建省(n=24) 

江蘇省(n=29) 

山東省(n=95) 

天津市(n=28) 

上海市(n=42) 

広東省(n=228) 

遼寧省(n=61) 

湖北省(n=22) 

北京市(n=28) 

43.4  

64.7  

60.0  

57.7  

50.6  

47.8  

45.0  

41.7  

37.9  

35.1  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=562) 

上海市(n=34) 

北京市(n=20) 

天津市(n=26) 

山東省(n=91) 

福建省(n=23) 

湖北省(n=20) 

遼寧省(n=60) 

江蘇省(n=29) 

広東省(n=225) 

41.9  

54.1  

51.6  

51.4  

45.4  

42.9  

42.3  

38.6  

38.3  

36.0  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=848) 

天津市(n=37) 

江蘇省(n=31) 

北京市(n=74) 

上海市(n=97) 

遼寧省(n=91) 

福建省(n=26) 

広東省(n=275) 

湖北省(n=47) 

山東省(n=125) 

41.3  

53.9  

47.8  

45.0  

44.1  

42.7  

41.4  

38.5  

38.3  

30.0  

0  20  40  60  80  100  

中国(n=562) 

天津市(n=26) 

福建省(n=23) 

湖北省(n=20) 

上海市(n=34) 

広東省(n=225) 

江蘇省(n=29) 

山東省(n=91) 

遼寧省(n=60) 

北京市(n=20) 



４．経営上の問題点(３) 

 経営上の問題点では、「従業員の賃金上昇」を挙げる企業の割合がいずれの省市でも最大の問題点となっており、江蘇省、遼寧省では９割を
超えた。「調達コストの上昇」も上位にあげる地域が多かった。 

 「電力不足・停電」が上位10項目に上がったのは、江蘇省（65.5％）、広東省（60.4％）、湖北省（55.0％）。 
 

 

北京市 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 79.5% 

2位 調達コストの上昇 65.0% 

3位 品質管理の難しさ 60.0% 

4位 
競合相手の台頭(コスト面
で競合) 

51.9% 

5位 幹部候補人材の採用難 51.4% 

6位 現地人材の能力・意識 48.7% 

7位 
現地人材の育成が進まな
い 

46.0% 

8位 
人材(中間管理職)の採用
難 

37.4% 

9位 従業員の質 34.9% 

10位 
新規顧客の開拓が進まな
い 

34.6% 

経営上の問題点(中国 省市別、全分野上位10項目、複数回答) 

上海市 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 83.5% 

2位 調達コストの上昇 82.4% 

3位 品質管理の難しさ 64.7% 

4位 
競合相手の台頭(コスト面で競
合) 

60.2% 

5位 現地人材の能力・意識 52.6% 

6位 従業員の質 48.5% 

7位 幹部候補人材の採用難 45.4% 

8位 
原材料・部品の現地調達の難
しさ 

44.1% 

9位 通関に時間を要する 43.9% 

10位 
人材(一般ワーカー)の採用難
(製造業のみ) 

40.5% 

広東省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 87.3% 

2位 調達コストの上昇 61.8% 

3位 電力不足・停電 60.4% 

4位 
競合相手の台頭(コスト面で
競合) 

60.3% 

5位 
限界に近づきつつあるコスト
削減 

55.6% 

6位 
主要取引先からの値下げ要
請 

55.5% 

7位 現地人材の能力・意識 51.3% 

8位 従業員の質 47.6% 

9位 従業員の定着率 44.9% 

10位 通関等諸手続きが煩雑 44.4% 
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４．経営上の問題点(４) 
経営上の問題点(中国 省市別、全分野上位10項目、複数回答) 

遼寧省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 91.8% 

2位 調達コストの上昇 70.0% 

3位 現地人材の能力・意識 53.9% 

4位 
限界に近づきつつあるコス
ト削減 

45.0% 

5位 
競合相手の台頭(コスト面
で競合) 

44.3% 

6位 従業員の質 43.9% 

7位 幹部候補人材の採用難 42.9% 

8位 品質管理の難しさ 41.7% 

9位 通関等諸手続きが煩雑 41.1% 

10位 
税務(法人税、移転価格課
税など)の負担 

39.2% 

山東省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 89.3% 

2位 調達コストの上昇 61.5% 

3位 現地人材の能力・意識 60.0% 

4位 従業員の質 57.3% 

5位 
人材(一般ワーカー)の採用
難(製造業のみ) 

55.8% 

6位 品質管理の難しさ 50.6% 

7位 
現地人材の育成が進まな
い 

44.0% 

8位 
限界に近づきつつあるコス
ト削減 

41.8% 

9位 通関等諸手続きが煩雑 39.5% 

10位 
新規顧客の開拓が進まな
い 

38.8% 

天津市 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 80.0% 

2位 調達コストの上昇 76.9% 

3位 
競合相手の台頭(コスト面
で競合) 

65.8% 

4位 
限界に近づきつつあるコ
スト削減 

65.4% 

5位 通関に時間を要する 60.5% 

6位 
現地人材の育成が進ま
ない 

59.5% 

7位 通関等諸手続きが煩雑 57.9% 

7位 
主要取引先からの値下
げ要請 

57.9% 

9位 品質管理の難しさ 57.7% 

10位 現地人材の能力・意識 56.8% 
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４．経営上の問題点(５) 
経営上の問題点(中国 省市別、全分野上位10項目、複数回答) 

江蘇省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 96.8% 

2位 
主要取引先からの値下げ
要請 

66.7% 

3位 電力不足・停電 65.5% 

4位 
人材(一般ワーカー)の採
用難(製造業のみ) 

62.1% 

5位 従業員の質 61.3% 

6位 
競合相手の台頭(コスト面
で競合) 

60.0% 

7位 調達コストの上昇 58.6% 

8位 従業員の定着率 58.1% 

9位 通関に時間を要する 56.7% 

10位 現地人材の能力・意識 54.8% 

福建省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 75.0% 

1位 
人材(一般ワーカー)の採
用難(製造業のみ) 

75.0% 

3位 従業員の定着率 64.3% 

4位 現地人材の能力・意識 61.5% 

5位 調達コストの上昇 60.9% 

6位 
現地人材の育成が進まな
い 

53.9% 

7位 
人材(技術者)の採用難
(製造業のみ) 

50.0% 

8位 品質管理の難しさ 47.8% 

8位 
原材料・部品の現地調達
の難しさ 

47.8% 

10位 
競合相手の台頭(コスト面
で競合) 

44.4% 

湖北省 回答率 

1位 従業員の賃金上昇 69.4% 

2位 電力不足・停電 55.0% 

3位 現地人材の能力・意識 53.2% 

4位 
競合相手の台頭(コスト面
で競合) 

51.0% 

5位 調達コストの上昇 45.0% 

5位 品質管理の難しさ 45.0% 

5位 
原材料・部品の現地調達
の難しさ 

45.0% 

8位 
主要取引先からの値下げ
要請 

42.9% 

9位 通関に時間を要する 40.9% 

9位 
人材(技術者)の採用難(製
造業のみ) 

40.9% 
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58.3  

72.4  

67.3  

63.6  

63.6  

62.9  

60.9  

55.6  

50.0  

31.7  

30.0  

56.9  

61.9  

52.9  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=587) 

一般機械器具
(n=29) 

輸送機械器具
(n=101) 

化学・医薬(n=77) 

ゴム・皮革(n=11) 

鉄・非鉄・金属
(n=62) 

精密機械器具
(n=23) 

電気機械器具
(n=117) 

食料品(n=44) 

繊維(n=41) 

木材・パルプ(n=10) 

その他製造業
(n=72) 

大企業(n=349) 

中小企業(n=238) 

４．経営上の問題点(６) 
経営上の問題点(中国 製造業全分野上位10項目、複数回答) 

従業員の賃金上昇 調達コストの上昇 現地人材の能力・意識 従業員の質 

90.4  

97.5  

95.8  

95.2  

93.2  

93.1  

90.9  

90.0  

89.7  

85.5  

77.9  

86.1  

90.7  

89.9  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=591) 

電気機械器具
(n=118) 

精密機械器具
(n=24) 

繊維(n=42) 

食料品(n=44) 

輸送機械器具
(n=102) 

ゴム・皮革(n=11) 

木材・パルプ(n=10) 

一般機械器具
(n=29) 

鉄・非鉄・金属
(n=62) 

化学・医薬(n=77) 

その他製造業
(n=72) 

大企業(n=353) 

中小企業(n=238) 

(％) 

64.1  

87.8  

75.0  

69.9  

67.9  

65.5  

56.8  

54.6  

52.5  

51.7  

68.6  

65.9  

61.5  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=562) 

食料品(n=41) 

精密機械器具
(n=24) 

化学・医薬(n=73) 

電気機械器具
(n=109) 

一般機械器具
(n=29) 

繊維(n=37) 

ゴム・皮革(n=11) 

輸送機械器具
(n=99) 

鉄・非鉄・金属
(n=60) 

その他製造業
(n=70) 

大企業(n=331) 

中小企業(n=231) 

55.6  

63.0  

61.0  

60.9  

59.7  

54.7  

54.4  

53.6  

48.7  

36.4  

51.5  

54.6  

57.1  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=559) 

一般機械器具
(n=27) 

食料品(n=41) 

精密機械器具
(n=23) 

鉄・非鉄・金属
(n=57) 

化学・医薬(n=75) 

電気機械器具
(n=114) 

輸送機械器具
(n=97) 

繊維(n=39) 

ゴム・皮革(n=11) 

その他製造業
(n=66) 

大企業(n=335) 

中小企業(n=224) 

51.1  

60.0  

59.7  

59.1  

57.1  

54.2  

52.0  

49.2  

48.3  

41.6  

36.4  

48.6  

49.3  

53.8  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=591) 

木材・パルプ(n=10) 

鉄・非鉄・金属
(n=62) 

食料品(n=44) 

繊維(n=42) 

精密機械器具
(n=24) 

輸送機械器具
(n=102) 

電気機械器具
(n=118) 

一般機械器具
(n=29) 

化学・医薬(n=77) 

ゴム・皮革(n=11) 

その他製造業
(n=72) 

大企業(n=353) 

中小企業(n=238) 
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競合相手の台頭 
(コスト面で競合) 



主要取引先からの 
値下げ要請 

46.7  

72.7  

71.3  

50.7  

49.6  

43.5  

38.7  

34.5  

34.2  

30.0  

18.2  

38.9  

43.0  

52.1  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=587) 

ゴム・皮革(n=11) 

輸送機械器具
(n=101) 

化学・医薬(n=77) 

電気機械器具
(n=117) 

精密機械器具
(n=23) 

鉄・非鉄・金属
(n=62) 

一般機械器具
(n=29) 

繊維(n=41) 

木材・パルプ
(n=10) 

食料品(n=44) 

その他製造業
(n=72) 

大企業(n=349) 

中小企業(n=238) 

４．経営上の問題点(７) 
経営上の問題点(中国 製造業全分野上位10項目、複数回答) 

(％) 

46.4  

62.2  

56.9  

48.5  

48.3  

45.8  

45.5  

43.8  

36.6  

24.1  

37.1  

45.9  

47.2  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=562) 

繊維(n=37) 

電気機械器具
(n=109) 

輸送機械器具
(n=99) 

鉄・非鉄・金属
(n=60) 

精密機械器具
(n=24) 

ゴム・皮革(n=11) 

化学・医薬(n=73) 

食料品(n=41) 

一般機械器具
(n=29) 

その他製造業
(n=70) 

大企業(n=331) 

中小企業(n=231) 

46.0  

63.6  

57.6  

54.2  

50.0  

47.6  

46.1  

44.8  

35.5  

33.8  

20.0  

44.4  

44.2  

48.7  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=591) 

ゴム・皮革(n=11) 

電気機械器具
(n=118) 

精密機械器具
(n=24) 

食料品(n=44) 

繊維(n=42) 

輸送機械器具
(n=102) 

一般機械器具
(n=29) 

鉄・非鉄・金属
(n=62) 

化学・医薬(n=77) 

木材・パルプ
(n=10) 

その他製造業
(n=72) 

大企業(n=353) 

中小企業(n=238) 

43.7  

59.5  

50.0  

47.7  

42.4  

41.2  

39.0  

37.5  

36.4  

30.0  

27.6  

48.6  

40.2  

48.7  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=591) 

繊維(n=42) 

鉄・非鉄・金属
(n=62) 

食料品(n=44) 

電気機械器具
(n=118) 

輸送機械器具
(n=102) 

化学・医薬(n=77) 

精密機械器具
(n=24) 

ゴム・皮革(n=11) 

木材・パルプ
(n=10) 

一般機械器具
(n=29) 

その他製造業
(n=72) 

大企業(n=353) 

中小企業(n=238) 

43.6  

50.0  

48.3  

47.6  

45.5  

44.3  

43.1  

40.0  

40.0  

37.5  

37.9  

45.6  

40.5  

0  20  40  60  80  100  

製造業(n=567) 

電気機械器具
(n=116) 

一般機械器具
(n=29) 

食料品(n=42) 

精密機械器具
(n=22) 

鉄・非鉄・金属
(n=61) 

化学・医薬(n=72) 

ゴム・皮革(n=10) 

輸送機械器具
(n=100) 

繊維(n=40) 

その他製造業
(n=66) 

大企業(n=340) 

中小企業(n=227) 

限界に近づきつつある 
コスト削減 

従業員の定着率 
人材（一般ワーカー）の
採用難（製造業のみ） 

通関等諸手続きが煩雑 
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４．経営上の問題点(８) 
経営上の問題点(中国 非製造業全分野上位10項目、複数回答) 

従業員の賃金上昇 現地人材の能力・意識 
競合相手の台頭 
（コスト面で競合） 

幹部候補人材の採用難 従業員の質 

74.6  

92.9  

83.7  

72.2  

68.8  

72.4  

74.8  

74.1  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=311) 

通信・ソフトウェア

業(n=28) 

運輸業(n=43) 

金融・保険業(n=18) 

卸売・小売業
(n=112) 

その他非製造業
(n=105) 

大企業(n=230) 

中小企業(n=81) 

(％) 

49.5  

63.4  

49.5  

44.4  

29.4  

48.5  

44.4  

64.0  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=289) 

運輸業(n=41) 

卸売・小売業
(n=103) 

通信・ソフトウェア

業(n=27) 

金融・保険業(n=17) 

その他非製造業
(n=99) 

大企業(n=214) 

中小企業(n=75) 

45.3  

58.8  

46.3  

44.7  

37.0  

44.4  

47.2  

40.0  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=289) 

金融・保険業(n=17) 

運輸業(n=41) 

卸売・小売業
(n=103) 

通信・ソフトウェア

業(n=27) 
その他非製造業

(n=99) 

大企業(n=214) 

中小企業(n=75) 

43.8  

52.7  

51.2  

44.4  

39.3  

33.3  

48.2  

31.3  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=306) 

卸売・小売業
(n=110) 

運輸業(n=43) 

金融・保険業(n=18) 

通信・ソフトウェア

業(n=28) 
その他非製造業

(n=102) 

大企業(n=226) 

中小企業(n=80) 

40.8  

48.8  

35.7  

35.7  

27.8  

43.8  

36.5  

53.1  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=311) 

運輸業(n=43) 

通信・ソフトウェア

業(n=28) 
卸売・小売業

(n=112) 

金融・保険業(n=18) 

その他非製造業
(n=105) 

大企業(n=230) 

中小企業(n=81) 
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人材（中間管理職）の 
採用難 

31.5  

57.1  

34.9  

33.3  

26.8  

27.6  

32.2  

29.6  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=311) 

通信・ソフトウェア

業(n=28) 

運輸業(n=43) 

金融・保険業(n=18) 

卸売・小売業
(n=112) 

その他非製造業
(n=105) 

大企業(n=230) 

中小企業(n=81) 

現地人材の育成が 
進まない 

通関等諸手続きが煩雑 
新規顧客の開拓が 
進まない 

通関に時間を要する 

37.0  

43.9  

40.8  

40.7  

29.4  

30.3  

36.9  

37.3  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=289) 

運輸業(n=41) 

卸売・小売業
(n=103) 

通信・ソフトウェア

業(n=27) 

金融・保険業(n=17) 

その他非製造業
(n=99) 

大企業(n=214) 

中小企業(n=75) 

34.3  

51.2  

35.7  

33.6  

22.2  

29.4  

32.3  

40.0  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=306) 

運輸業(n=43) 

通信・ソフトウェア

業(n=28) 
卸売・小売業

(n=110) 

金融・保険業(n=18) 

その他非製造業
(n=102) 

大企業(n=226) 

中小企業(n=80) 

34.3  

53.9  

48.8  

46.7  

19.2  

15.4  

34.0  

35.2  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=277) 

金融・保険業(n=13) 

運輸業(n=41) 

卸売・小売業
(n=105) 

通信・ソフトウェア

業(n=26) 
その他非製造業

(n=91) 

大企業(n=206) 

中小企業(n=71) 

31.8  

58.5  

41.9  

26.9  

7.7  

13.2  

30.1  

36.6  

0  20  40  60  80  100  

非製造業(n=277) 

運輸業(n=41) 

卸売・小売業
(n=105) 

通信・ソフトウェア

業(n=26) 

金融・保険業(n=13) 

その他非製造業
(n=91) 

大企業(n=206) 

中小企業(n=71) 



４．経営上の問題点(９) 

  経営上の問題点を、中国・ベトナム・インドで傾向を比較すると、「従業員の賃金上昇」、「調達コストの上昇」 は３カ国間で、それぞれ共通の課
題となっていることがうかがえる。 

 他方、インド、ベトナムでは「原材料・部品の現地調達の難しさ」、「通関等諸手続きが煩雑」、「電力不足・停電」、「物流インフラの未整備」が大
きな課題となっているが、中国では課題とする企業の割合が相対的に低い。各国における産業集積やインフラ整備の進展度の差がうかがえ
る。 

中国・ベトナム・インドの各上位３項目と３カ国間で回答に差のあった項目 
(中国・ベトナム・インド 複数回答) 

0.0  

20.0  

40.0  

60.0  

80.0  

100.0  
従業員の賃金上昇 

調達コストの上昇 

現地人材の能力・意識 

原材料・部品の現地調達の

難しさ 
通関等諸手続きが煩雑 

電力不足・停電 

物流インフラの未整備 

中国 

インド 

ベトナム 

Copyright © 2012 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 28 



37.6  

41.9  

44.4  

37.0  

39.5  

36.6  

34.2  

33.0  

26.7  

25.3  

48.2  

48.4  

45.9  

51.9  

48.7  

50.5  

47.4  

45.4  

51.1  

49.4  

11.1  

9.7  

7.2  

11.1  

11.8  

10.8  

13.2  

14.4  

20.0  

20.3  

3.1  

2.5  

2.2  

5.3  

7.2  

2.2  

5.1  

中国(n=848) 

江蘇省(n=31) 

広東省(n=277) 

福建省(n=27) 

山東省(n=119) 

遼寧省(n=93) 

天津市(n=38) 

上海市(n=97) 

湖北省(n=45) 

北京市(n=79) 

大いにある 多尐ある あまりない ない 

５．製造・サービスコストの上昇(1) 
製造・サービスコストの上昇による事業活動へのマイナス影響 

(中国 省市別) 

人件費・エネルギーおよび原材料価格の高騰に伴う製造・サービスコストの上昇が事業活動に与えるマイナスの影響について、「大いにある」、「多
尐ある」と回答した企業の割合は合わせて85.8％。 

省市別に、マイナスの影響を受けている企業の割合は江蘇省、広東省がともに90.3％で最も高く、福建省、山東省、遼寧省が続く。 

0 100 20 40 60 80 
(％) 

注：n≧10の省市。 
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24.8  

38.9  

26.9  

21.7  

12.5  

48.9  

33.3  

46.2  

61.3  

43.8  

19.5  

22.2  

19.2  

13.2  

31.3  

6.7  

5.6  

7.7  

3.8  

12.5  

非製造業(n=282) 

運輸業(n=36) 

通信・ソフトウェア業(n=26) 

卸売・小売業(n=106) 

金融・保険業(n=16) 

大いにある 多尐ある あまりない ない 

５．製造・サービスコストの上昇(2) 
製造・サービスコストの上昇による事業活動へのマイナス影響 

(中国 業種別) 

コスト上昇によるマイナスの影響について、「大いにある」、もしくは
「多尐ある」と回答した企業の割合は製造業で91.9％、非製造業で
73.7％。影響は製造業においてより深刻。 

特に、電気機械器具、ゴム・皮革、食料品などの産業で、影響が「大
いにある」と回答した企業の割合が高い。 

非製造業では、運輸業で、マイナスの影響があると回答した企業の
割合が高い。高騰する原油市況の燃料価格への波及が背景。 

44.0  

59.7  

54.6  

53.7  

51.3  

42.5  

40.0  

35.7  

35.0  

34.7  

30.4  

47.9  

35.1  

36.4  

41.5  

38.5  

48.0  

40.0  

60.7  

60.0  

54.1  

65.2  

6.9  

4.4  

9.1  

4.9  

7.7  

8.2  

20.0  

3.6  

1.7  

11.2  

4.4  

1.2  

0.9  

2.6  

1.4  

3.3  

製造業(n=566) 

電気機械器具(n=114) 

ゴム・皮革(n=11) 

食料品(n=41) 

繊維(n=39) 

化学・医薬(n=73) 

木材・パルプ(n=10) 

一般機械器具(n=28) 

鉄・非鉄・金属(n=60) 

輸送機械器具(n=98) 

精密機械器具(n=23) 

大いにある 多尐ある あまりない ない 

0 20 40 60 80 100 

(％) 

0 20 40 60 80 100 

(％) 
製造業 非製造業 
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 ５．製造・サービスコストの上昇(3) 
コスト上昇による対応策の実施(検討)状況 

(中国 複数回答) 

   回答項目 回答率
（％） 

1位 管理費・間接費などの経費節減 53.3  

2位 原材料調達先・調達内容の見直し 47.2  

3位 現地調達率の引き上げによるコスト低減 32.5  

4位 人材の現地化の推進、人件費の削減 31.8  

5位 製品(サービス)価格の引き上げ 31.1  

6位 
自動化・省力化の推進(産業用ロボットの導
入等) 

23.8  

7位 
取扱製品の見直し(整理、改良、高付加価値
化など) 

22.4  

8位 量産・量販によるコスト引き下げ 21.7  

9位 
製造・サービス機能の一部を本土内他地域
へ移転 

2.0  

10位 製造・サービス機能の一部を本土外へ移転 1.4  

コスト上昇への対応策では、「管理費・間接費などの経費節減」が53.3％で最大。特に、運輸業（72.0％）で高い。 

全体(n＝718) 

各項目の回答率の高い上位４業種 

1位 2位 3位 4位 

運輸業 

(72.0％) 

輸送機械器具 

(64.4％) 

食料品 

(60.5％) 

鉄・非鉄・金属 

(57.1％) 

ゴム・皮革 

(70.0％) 

一般機械器具 

(69.2％) 

化学・医薬 

(63.6％) 

精密機械器具 

(61.9％) 

ゴム・皮革 

(70.0％) 

輸送機械器具 

(65.5％) 

精密機械器具 

(57.1％) 

電気機械器具 

(46.3％) 

運輸業 

(52.0％) 

輸送機械器具 

(37.9％) 

卸売・小売業 

(37.2％) 

鉄・非鉄・金属 

(32.1％) 

食料品 

(65.8％) 

繊維 

(52.9％) 

化学・医薬 

(37.9％) 

卸売・小売業 

(37.2％) 

電気機械器具 

(41.7％) 

輸送機械器具 

(40.2％) 

ゴム・皮革 

(40.0％) 

食料品 

(36.8％) 

繊維 

(35.3％) 

食料品 

(31.6％) 

電気機械器具 

(26.9％) 

卸売・小売業 

(26.7％) 

繊維 

(35.3％) 

輸送機械器具 

(33.3％) 

鉄・非鉄・金属 

(30.4％) 

食料品 

(23.7％) 

繊維 

(14.7％) 

一般機械器具 

(3.9％) 

電気機械器具 

(2.8％) 

卸売・小売業 

(2.3％) 

精密機械器具 

(4.8％) 

電気機械器具 

(3.7％) 

繊維 

(2.9％) 

輸送機械器具 

(1.2％) 
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注：n≧10の業種。 



59.7  
58.3  

53.5  

74.9  
70.6  

68.5  
62.4  

66.0  
69.2  

64.6  

61.7  
54.4  

60.3  

58.9  
59.7  

53.4  
47.7  

52.6  
52.6  

33.0  
35.4  

39.5  

15.6  
25.8  

27.4  
34.0  

24.1  
23.1  
31.4  

29.2  
38.3  

31.0  

35.3  
34.8  

39.2  
45.1  

40.1  
40.9  

2.1  
2.9  
3.7  

0.7  
2.2  

0.4  
0.9  

1.0  
2.5  

1.5  

4.0  
3.4  

2.0  

0.7  
2.0  
2.7  
4.0  
3.4  
3.9  

5.2  
3.4  

3.3  

8.9  
1.4  

3.7  
2.7  

8.9  
5.3  

2.6  

5.1  

3.9  
6.7  

5.1  

3.5  
4.7  

3.2  

3.9  
2.6  

11年度(n=556) 
10年度(n=464) 
05年度(n=273) 

11年度(n=21) 
10年度(n=16) 
11年度(n=39) 
10年度(n=40) 
11年度(n=90) 
10年度(n=88) 
11年度(n=20) 

11年度(n=25) 
10年度(n=27) 
11年度(n=23) 

11年度(n=60) 
10年度(n=53) 
11年度(n=29) 
10年度(n=33) 

11年度(n=218) 
10年度(n=180) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
現地 日本 ASEAN その他 

６．原材料・部品の調達(１) 
原材料・部品の調達先の内訳(製造業のみ) 
(中国 省市別、合計が100％になるよう回答) 

 原材料・部品の調達先の内訳(平均値)は、「現地」(59.7％)が最も高く、「日本」(33.0％)、「ASEAN」(2.1％)が続く。 

 「現地」からの調達率の推移をみると、05年(53.5％)⇒10年(58.3％)⇒11年（59.7％）と増加傾向。 

 北京市では、現地調達比率が７割を超える他、上海市、山東省、湖北省、天津市、福建省で6割を超える。 

※n=10社以上の省市のみ 

0 20 40 60 80 100 10 30 50 70 90 

(％) 

北京市 

上海市 

山東省 

湖北省 

天津市 

福建省 

遼寧省 

江蘇省 

広東省 

省市別 
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中
小
企
業
の
現
地
調
達
比
率
が 

高
い
業
種 

大
企
業
の
現
地
調
達
比
率
が 

高
い
業
種 

67.2  

61.3  

63.4  

58.7  

59.8  

53.3  

59.5  

52.0  

57.9  

49.9  

77.1  

84.4  

61.0  

76.9  

51.1  

67.0  

45.4  

63.9  

22.3  

7.5  

29.5  

36.1  

29.6  

35.6  

33.0  

39.5  

36.3  

42.1  

7.9  

4.1  

38.0  

22.0  

45.6  

28.0  

51.5  

32.6  

1.7  

0.3  

2.7  

3.2  

5.2  

2.1  

5.9  

2.2  

3.0  

0.8  

0.1  

0.6  

8.8  

31.3  

6.8  

2.5  

7.4  

6.0  

5.4  

2.7  

3.5  

5.0  

14.2  

11.4  

1.0  

1.1  

2.6  

5.0  

3.1  

3.5  

大企業(n=6) 

中小企業(n=4) 

大企業(n=12) 

中小企業(n=28) 

大企業(n=42) 

中小企業(n=29) 

大企業(n=64) 

中小企業(n=44) 

大企業(n=72) 

中小企業(n=27) 

大企業(n=30) 

中小企業(n=10) 

大企業(n=12) 

中小企業(n=16) 

大企業(n=14) 

中小企業(n=10) 

大企業(n=34) 

中小企業(n=27) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

６．原材料・部品の調達(２) 

 原材料・部品の調達先を業種別に見ると、食料品の現地調達比率が最も高い(79.0％)。他方、日本からの調達比率が高いのは、鉄･非鉄・金
属、精密機械器具、輸送機械器具、電気機械器具となっている。 

 企業規模別に現地調達比率をみると、大企業(58.6％)と中小企業(61.2％)の間に大きな差は見られないが、個別の業種をみると食料品、一般
機械器具、精密機械器具、鉄・非鉄・金属では中小企業の現地調達比率が大企業を上回る。 

※n=10社以上の業種 ※n=10社以上の業種 

79.0  

78.4  

70.1  

67.9  

64.8  

86.3  

60.1  

58.0  

57.8  

58.0  

57.1  

61.3  

56.5  

53.3  

55.7  

49.3  

53.6  

44.3  

7.0  

12.0  

28.9  

31.9  

16.4  

3.7  

34.1  

35.9  

38.3  

38.4  

32.0  

29.9  

35.7  

39.9  

37.9  

45.9  

43.1  

48.4  

0.6  

0.8  

1.0  

2.5  
2.0  

2.7  

0.3  

0.8  

4.0  

5.4  

3.6  

4.6  

2.4  

1.9  

1.6  

13.5  

8.7  

1.1  

0.2  

17.8  

7.5  

3.8  

3.4  

3.6  

2.8  

6.8  
3.4  

4.3  

2.2  
3.9  

2.9  

3.3  

5.7  

11年度(n=40) 

10年度(n=39) 

11年度(n=28) 

10年度(n=23) 

11年度(n=10) 

10年度(n=6) 

11年度(n=40) 

10年度(n=37) 

11年度(n=24) 

10年度(n=20) 

11年度(n=71) 

10年度(n=63) 

11年度(n=108) 

10年度(n=92) 

11年度(n=99) 

10年度(n=60) 

11年度(n=61) 

10年度(n=49) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  

現地 日本 ASEAN その他 

0 20 40 60 80 100 

0 20 40 60 80 100 

食料品 

(n=40) 

一般機械器具
(n=28) 

精密機械器具
(n=24) 

鉄・非鉄・金属
(n=61) 

木材・パルプ
(n=10) 

繊維 

(n=40) 

化学・医薬
(n=71) 

電気機械器具
(n=108) 

輸送機械器具
(n=99) 

(％) 

(％) 

58.6  

61.2  

34.4  

31.0  

1.7  

2.8  

5.3  

5.0  

大企業(n=328) 

中小企業(n=228) 

食料品 

一般機械 
器具 

木材・パルプ 

繊維 

精密機械 
器具 

化学・医薬 

電気機械 
器具 

輸送機械 
器具 

鉄・非鉄 
・金属 

原材料・部品の調達先の内訳(製造業のみ) 
(業種・企業規模別、合計が100％になるよう回答) 

製造業 企業規模別 
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６．原材料・部品の調達(３) 

現地での調達がある企業に対して、その内訳を訊ねたところ、「地場企業」(54.5％)、「現地進出日系企業」(38.0％)、「その他外資企業」(7.6％)であっ
た。 

省市別では山東省、福建省で地場企業からの調達が６割を超える。他方、江蘇省（45.7％）、天津市（45.3％）、広東省（44.2％）などでは現地進出日
系企業からの調達が比較的多い。 

業種別では食料品、鉄・非鉄・金属で地場企業からの調達が多いが、輸送機械器具、電気機械器具では現地進出日系企業からの調達が多い。 

企業規模別では、大企業より中小企業の方が地場企業からの調達が多い。 

※ n=10以上の省市のみ記載 

54.5  

53.9  

67.7  

66.0  

62.0  

58.8  

64.1  

58.2  

63.8  

51.6  

51.1  

46.9  

46.6  

52.9  

46.6  

48.1  

45.6  

43.7  

38.0  

37.8  

27.0  

24.9  

29.3  

35.9  

30.4  

36.2  

29.5  

42.2  

45.3  

50.2  

42.5  

39.5  

45.7  

40.8  

44.2  

46.5  

7.6  

8.2  

5.3  

9.1  

8.7  

5.3  

5.5  

5.5  

6.8  

6.2  

3.7  

2.9  

10.9  

7.6  

7.8  

7.9  

10.3  

9.8  

11年度(n=515) 

10年度(n=406) 

11年度(n=86) 

10年度(n=76) 

11年度(n=23) 

11年度(n=57) 

10年度(n=46) 

11年度(n=37) 

10年度(n=37) 

11年度(n=19) 

11年度(n=22) 

10年度(n=25) 

11年度(n=21) 

10年度(n=14) 

11年度(n=29) 

10年度(n=30) 

11年度(n=191) 

10年度(n=153) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

地場企業 現地進出日系企業 その他外資企業 

0 20 40 60 80 100 

66.9  

71.2  

66.2  

73.2  

62.0  

56.7  

61.7  

58.0  

58.7  

61.3  

55.6  

37.6  

44.0  

47.2  

41.7  

39.1  

24.7  

23.3  

27.3  

19.1  

35.7  

40.0  

32.8  

31.5  

36.4  

30.9  

33.3  

49.1  

45.8  

44.7  

52.2  

51.6  

8.4  

5.5  

6.5  

7.7  

2.3  

3.3  

5.5  

10.5  

4.9  

7.9  

11.2  

13.2  

10.1  

8.1  

6.0  

9.3  

11年度(n=38) 

10年度(n=35) 

11年度(n=54) 

10年度(n=39) 

11年度(n=38) 

10年度(n=30) 

11年度(n=27) 

10年度(n=22) 

11年度(n=23) 

10年度(n=20) 

11年度(n=66) 

10年度(n=53) 

11年度(n=100) 

10年度(n=79) 

11年度(n=88) 

10年度(n=56) 

  
  

  
  

  
  

  
  

地場企業 現地進出日系企業 その他外資企業 

0 20 40 60 80 100 

(％) (％) 

原材料・部品の現地調達先の内訳 (製造業のみ) 
(省市別、合計が100％になるよう回答) 

52.7  

57.1  

40.1  

34.9  

7.2  

8.0  

大企業(n=306) 

中小企業(n=209) 

山東省 

福建省 

遼寧省 

上海市 

湖北省 

天津市 

北京市 

江蘇省 

広東省 

食料品 

鉄・非鉄・金属 

繊維 

一般機械器具 

精密機械器具 

化学・医薬 

電気機械器具 

輸送機械器具 

※ n=10以上の業種のみ記載 

原材料・部品の現地調達先の内訳 (製造業のみ) 
(業種・企業規模別、合計が100％になるよう回答) 

製造業 省市別 

企業規模別 
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６．原材料・部品の調達(４) 
今後の原材料・部品調達の方針 

(中国 省市別・複数回答) 

72.0  
90.9  

89.3  
88.9  

82.6  
73.2  

69.7  
69.7  

66.7  
60.5  

0 20 40 60 80 100 

中国(n=522) 
福建省(n=22) 
江蘇省(n=28) 
湖北省(n=18) 
天津市(n=23) 
遼寧省(n=56) 
広東省(n=208) 
上海市(n=33) 
北京市(n=18) 
山東省(n=86) 

8.2  

13.0  

11.1  

10.7  

7.1  

6.1  

5.6  

5.6  

4.6  

3.5  

0 20 40 

中国(n=522) 

天津市(n=23) 

広東省(n=208) 

遼寧省(n=56) 

江蘇省(n=28) 

上海市(n=33) 

北京市(n=18) 

湖北省(n=18) 

福建省(n=22) 

山東省(n=86) 

1.3  

5.6  

1.8  

1.4  

1.2  

0.0  

0.0  

0.0  

0.0  

0.0  

0 20 40 

中国(n=522) 

湖北省(n=18) 

遼寧省(n=56) 

広東省(n=208) 

山東省(n=86) 

北京市(n=18) 

天津市(n=23) 

江蘇省(n=28) 

上海市(n=33) 

福建省(n=22) 

(％) 

(％) (％) 

省市別 

 今後の原材料・部品調達の方針について、「進出先での現地調達比率を引き上げる」と回答した企業の割合が72.0％で最大。「日本からの調
達率を引き上げる」(1.3％)、「ASEANからの調達率を引き上げる」(8.2％)はとともに尐ない。 

 省市別でみると、福建省、江蘇省、湖北省、天津市で「現地調達比率を引き上げる」と回答した企業が８割を超える。業種別でみると、輸送機械
器具、ゴム・皮革で「現地調達比率を引き上げる」と回答した企業が９割近くに上った。 

製造業 

日本からの調達率を引き上げる 

進出先での現地調達比率を引き上げる 

ASEANからの調達率を引き上げる 

72.0  
89.5  
88.9  

78.3  
75.0  
74.0  

70.3  
67.9  

65.7  
63.5  

60.0  

0 20 40 60 80 100 

製造業(n=522) 
輸送機械器具(n=95) 

ゴム・皮革(n=9) 
精密機械器具(n=23) 
木材・パルプ(n=8) 

電気機械器具(n=104) 
繊維(n=37) 

一般機械器具(n=28) 
食料品(n=35) 

鉄・非鉄・金属(n=52) 
化学・医薬(n=70) 

1.3  

3.9  

3.6  

1.1  

1.0  

0.0  

0.0  

0.0  

0.0  

0.0  

0.0  

0 20 40 

製造業(n=522) 

鉄・非鉄・金属(n=52) 

一般機械器具(n=28) 

輸送機械器具(n=95) 

電気機械器具(n=104) 

食料品(n=35) 

繊維(n=37) 

木材・パルプ(n=8) 

化学・医薬(n=70) 

ゴム・皮革(n=9) 

精密機械器具(n=23) 

(％) 

(％) (％) 
日本からの調達率を引き上げる 

進出先での現地調達比率を引き上げる 

ASEANからの調達率を引き上げる 

8.2  

25.0  

13.5  

12.9  

11.1  

9.6  

8.7  

8.4  

4.8  

3.6  

2.9  

0 20 40 

製造業(n=522) 

木材・パルプ(n=8) 

繊維(n=37) 

化学・医薬(n=70) 

ゴム・皮革(n=9) 

鉄・非鉄・金属(n=52) 

精密機械器具(n=23) 

輸送機械器具(n=95) 

電気機械器具(n=104) 

一般機械器具(n=28) 

食料品(n=35) 

今後の原材料・部品調達の方針 
(中国 業種別・複数回答) 
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６. 原材料・部品の調達(５) 

日本から原材料・部品の調達をしている企業に、日本でしか調達できない
原材料・部品の有無を聞いたところ、79.4％の企業が「ある」と回答した。 

業種別にみると、一般機械器具（95.7％）、化学・医薬（88.3％）、食料品
（87.5％）、精密機械器具（87.5％）で８割を超えた。 

具体的に当該原材料・部品を聞くと、下記のような回答があった。 

(食料品) 調味料、香料、包装、水産 

(繊維) 生地、化学品、樹脂、付属品 

(木材・パルプ) 原紙 (化学・医薬) 化学・プラ原料、塗料、顔料、医薬品 

(ゴム・皮革) ゴム・ゴム材料、薬品  (鉄・非鉄・金属) 鋼板/材/管、特殊鋼 

(一般機械器具)電子/金型部品、素材、合金 (精密機械器具）鋼材、精密部 

(電気機械器具) 電子部品、半導体、IC、基板、マイコン、金属/化学部品、素 

(輸送機械器具)鋼板/材、特殊鋼、アルミ材、合金、ゴム、樹脂、電子部 

(その他) 鋼材、特殊鋼、金属、印刷材料、ゴム、薬品、紙、フィルム 

 

 

日本から調達している部品・材料について 

日本でしか調達できない原材料・部品の有無（中国） 

20.6  

ある 

特にない 

「ある」と回答した割合(業種別) 
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輸送機械器具(n=94) 

電気機械器具(n=101) 

鉄・非鉄・金属(n=53) 
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80.4  

78.0  

大企業(n=285) 

中小企業(n=191) 
「ある」と回答した割合(省市別) 
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(％) 
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90.5  
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78.9  
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北京市(n=14) 
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注：n≧10の省市、業種 

中国
(n=476) 

Copyright © 2012 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 36 



６. 原材料・部品の調達(６) 
日本でしか調達できない原材料・部品について 

日本以外からの調達が困難である理由 

日本以外からの調達が困難である理由については、品質・技術面を
挙げた企業が83.6％に上った。次いで、取引先からの指定材料・部
品である、という理由を挙げた企業が39.5％あった。 

製造業 

業種別の回答割合(上位順) 

0 20 40 60 100 

(％) 

83.6 

39.5 

16.7 

13.0 

5.3 

3.5 

3.2 

品質・技術面の理由から日本

でしか生産できない 

取引先からの指定材料・部品

であり代替が不可能 

生産の安定性および納期面で

日本に優位性がある 

技術流出防止／知的財産保

護のため 

日本の調達先との関係解消が

難しい 

コスト面で日本に競争力があ

る 

仕様変更/ｻｰﾋﾞｽ/ﾒﾝﾃﾅﾝｽ面で

迅速柔軟な対応が不可欠 

80 
中国(n=377) 

割合 

精密機械器具(n=21) 95.2  

繊維(n=27) 88.9  

輸送機械器具(n=71) 85.9  

電気機械器具(n=75) 82.7  

化学・医薬(n=53) 81.1  

一般機械器具(n=22) 77.3  

食料品(n=20) 75.0  

鉄・非鉄・金属(n=35) 71.4  

割合 

輸送機械器具(n=71) 54.9  

化学・医薬(n=53) 49.1  

鉄・非鉄・金属(n=35) 45.7  

電気機械器具(n=75) 38.7  

繊維(n=27) 37.0  

割合 

鉄・非鉄・金属(n=35) 34.3  

精密機械器具(n=21) 33.3  

一般機械器具(n=22) 27.3  

電気機械器具(n=75) 17.3  

輸送機械器具(n=71) 12.7  

割合 

一般機械器具(n=22) 27.3  

繊維(n=27) 14.8  

輸送機械器具(n=71) 14.1  

化学・医薬(n=53) 13.2  

電気機械器具(n=75) 12.0  

※注：n≧10の業種のみを抽出 
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７.輸出入の状況(１) 

 売上高に占める輸出比率(平均値)は、34.7％。 
 省市別にみると山東省(56.8％)、遼寧省(49.6％)、江蘇省(42.7％)で相対的に高い。 
 他方、北京市(10.7％)、湖北省(19.1％)、天津市（19.2％）、上海市（21.3％）は輸出比率が相対的に低く、全量内地販売型企業(輸出比率ゼ
ロ)の割合も北京市(66.7％)、湖北省(50.0％)では高い。 

売上高に占める輸出の比率(中国 省市別、0～100％で回答) 

31.4  

66.7  

50.0  42.9  

37.4  29.7  29.6  
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19.5  16.8  
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15.9  

26.2  25.7  
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18.5  

35.7  
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7.9  
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7.4  21.4  
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4.8  
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8.6  11.0  

9.3  
25.9  10.7  

17.3  

8.4  

15.0  

3.2  
9.5  5.7  7.7  

12.4  
11.1  

21.4  

19.5  

32.8  

9.3  
1.6  2.4  2.9  1.1  

11.6  7.4  7.1  
14.9  17.7  
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７.輸出入の状況(２) 

 業種別にみると、売上高に占める輸出比率は、製造業で39.5％。繊維(73.1％)、精密機械機器(64.5％)、電気機械機器(52.2％)などで高く、輸
送機械器具(20.6％)、一般機械器具（29.2％）、化学・医薬(29.7％)などで低い。 

 他方、非製造業では23.8％。通信・ソフトウェア業(59.0％)、運輸業(44.2％)で高く、卸売・小売業(17.9％)で低い。 
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売上高に占める輸出の比率(中国 業種別、0～100％で回答) 

内販型 輸出型 内販型 輸出型 

製造業 非製造業 

※n=10社以上 
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７.輸出入の状況(３) 

 輸出先の内訳をみると、日本の比率が高く、64.3％となった。 

 省市別でも、日本の比率がいずれも高いが、江蘇省ではASEAN、広東省では香港への輸出比率が相対的に高い。 

 業種別でも、日本の比率が高く、製造業(59.7％)では繊維(81.7％)、非製造業(81.6％)ではソフトウェア業(98.2％)で突出している。このほか、鉄・
非鉄・金属、化学・医薬、輸送機械器具ではASEAN、食料品、電気機械器具では香港への輸出比率が相対的に高い。 

輸出先の内訳(中国 省市別、 

合計が100％となるよう回答) 
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(%) 

(%) 

41 ※n=5社以上、カッコ内は回答企業数 



８．賃金(２) 基本給月額  

42 

基本給月額（中国 製造業、市別、業種別） 

 単位： 人民元  単位： 人民元  単位： 人民元 

2,078 

2,797 

2,869 

2,907 

3,084 

3,243 

3,274 

3,402 

3,458 

3,696 

3,729 

3,961 

4,165 

4,770 

4,825 

5,220 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 

煙台市(10) 

青島市(49) 

福州市(19) 

中山市(35) 

杭州市(5) 

東莞市(44) 

佛山市(17) 

瀋陽市(12) 

大連市(29) 

武漢市(13) 

天津市(22) 

深圳市(24) 

広州市(45) 

上海市(30) 

蘇州市(12) 

北京市(14) 

1,455 

1,586 

1,608 

1,616 

1,660 

1,714 

1,788 

1,914 

2,022 

2,027 

2,120 

2,135 

2,169 

2,257 

2,358 

2,810 

3,445 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 

煙台市(11) 

東莞市(48) 

青島市(59) 

中山市(41) 

福州市(21) 

佛山市(19) 

杭州市(6) 

瀋陽市(13) 

大連市(34) 

深圳市(25) 

蘇州市(12) 

武漢市(15) 

天津市(23) 

広州市(48) 

長春市(5) 

上海市(32) 

北京市(18) 

3,440 

4,288 

4,903 

5,760 

5,866 

6,150 

6,229 

6,319 

6,481 

6,532 

6,684 

7,734 

8,334 

8,786 

8,880 

9,352 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 

煙台市(11) 

福州市(20) 

青島市(51) 

中山市(35) 

瀋陽市(10) 

杭州市(6) 

武漢市(15) 

佛山市(18) 

大連市(32) 

東莞市(42) 

天津市(22) 

深圳市(21) 

広州市(44) 

上海市(33) 

蘇州市(11) 

北京市(19) 

市別 

作業員 エンジニア マネージャー 

1,575 

1,581 

1,885 

1,919 

1,927 

1,956 

2,032 

2,279 

2,399 

2,458 

0 1,000 2,000 3,000 

ゴム・皮革(8) 

繊維(37) 

輸送機械器具(88) 

電気機械器具(94) 

化学・医薬(68) 

鉄・非鉄・金属(58) 

食料品(40) 

木材・パルプ(8) 

一般機械器具(25) 

精密機械器具(22) 

2,733 

2,748 

2,857 

3,075 

3,185 

3,451 

3,789 

3,818 

4,062 

4,659 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 

繊維(30) 

木材・パルプ(7) 

食料品(29) 

ゴム・皮革(8) 

化学・医薬(58) 

鉄・非鉄・金属(50) 

電気機械器具(87) 

輸送機械器具(85) 

一般機械器具(22) 

精密機械器具(19) 

5,117 

5,173 

5,250 

5,371 

6,195 

6,334 

6,583 

6,584 

7,297 

8,124 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 

食料品(33) 

繊維(34) 

ゴム・皮革(8) 

一般機械器具(22) 

鉄・非鉄・金属(51) 

化学・医薬(58) 

輸送機械器具(80) 

電気機械器具(94) 

木材・パルプ(9) 

精密機械器具(20) 

業種別 
 単位： 人民元  単位： 人民元  単位： 人民元 
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※n=5社以上、カッコ内は回答企業数 



８．賃金(３) 基本給月額 

43 

基本給月額（中国 非製造業、市別、業種別） 

 単位： 人民元 
 単位： 人民元 

6,471 

6,989 

8,591 

9,098 

10,048 

10,151 

11,568 

12,056 

12,811 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 

瀋陽市(7) 

天津市(9) 

深圳市(11) 

青島市(26) 

大連市(21) 

武漢市(17) 

上海市(47) 

広州市(31) 

北京市(42) 

3,214 

3,330 

3,751 

3,847 

4,067 

4,172 

4,733 

5,356 

5,470 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 

天津市(11) 

瀋陽市(10) 

大連市(22) 

青島市(30) 

深圳市(12) 

武漢市(21) 

広州市(34) 

上海市(54) 

北京市(45) 

市別 

スタッフ マネージャー 

業種別 

2,965 

4,368 

4,630 

5,519 

5,600 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 

運輸業(36) 

通信・ソフトウェア業(25) 

卸売・小売業(99) 

金融・保険業(15) 

建設業(5) 

6,821 

9,915 

10,364 

17,083 

0 4,000 8,000 12,000 16,000 20,000 

運輸業(33) 

卸売・小売業(85) 

通信・ソフトウェア業(22) 

金融・保険業(15) 

 単位： 人民元  単位： 人民元 
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※n=5社以上、カッコ内は回答企業数 



８．賃金(４) 年間実負担額、賞与 

44 

年間実負担額（中国 製造業、市別、業種別）  

 単位： 人民元  単位： 人民元  単位： 人民元 

44,633 

49,890 

55,596 

56,128 

56,923 

57,031 

63,292 

64,512 

66,332 

68,912 

69,989 

71,780 

74,438 

85,767 

86,230 

89,876 

0 15,000 30,000 45,000 60,000 75,000 90,000 105,000 

煙台市(10) 

青島市(46) 

福州市(19) 

中山市(30) 

東莞市(43) 

佛山市(16) 

杭州市(5) 

大連市(29) 

武漢市(13) 

天津市(22) 

深圳市(23) 

広州市(38) 

瀋陽市(12) 

上海市(24) 

北京市(14) 

蘇州市(11) 

29,315 
30,703 
31,749 
32,015 
32,771 

34,430 
37,879 
38,914 
38,987 
40,058 

41,404 
41,913 
42,773 

46,808 
47,660 
48,007 

54,921 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 

青島市(54) 
東莞市(47) 
煙台市(10) 
中山市(34) 
福州市(21) 
佛山市(18) 
杭州市(6) 
深圳市(23) 
大連市(34) 
武漢市(15) 
広州市(41) 
瀋陽市(13) 
天津市(24) 
蘇州市(11) 
長春市(5) 
上海市(27) 
北京市(17) 

67,968 

81,128 

83,738 

106,563 

107,513 

107,535 

110,908 

114,034 

115,787 

122,290 

127,651 

127,683 

132,665 

156,592 

162,304 

164,506 

0 30,000 60,000 90,000 120,000 150,000 180,000 

煙台市(11) 

福州市(20) 

青島市(48) 

佛山市(17) 

東莞市(41) 

中山市(31) 

杭州市(6) 

武漢市(15) 

天津市(22) 

大連市(32) 

瀋陽市(10) 

深圳市(20) 

広州市(37) 

蘇州市(10) 

北京市(18) 

上海市(28) 

市別 

作業員 エンジニア マネージャー 

27,591 

28,555 

36,426 

37,164 

37,194 

37,979 

38,059 

39,842 

41,997 

46,571 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 

ゴム・皮革（7） 

繊維（37） 

電気機械器具（90） 

輸送機械器具（81） 

化学・医薬（63） 

鉄・非鉄・金属（56） 

食料品（36） 

木材・パルプ（8） 

一般機械器具（23） 

精密機械器具（20） 

48,756 

53,084 

55,489 

57,753 

62,160 

64,482 

66,050 

67,732 

70,103 

81,678 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 

繊維（30） 

食料品（27） 

ゴム・皮革（7） 

木材・パルプ（7） 

化学・医薬（57） 

鉄・非鉄・金属（48） 

電気機械器具（82） 

輸送機械器具（78） 

一般機械器具（20） 

精密機械器具（17） 

85,929 

86,387 

92,200 

109,885 

110,688 

118,290 

120,888 

124,603 

131,858 

143,702 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 

ゴム・皮革（7） 

食料品（30） 

繊維（34） 

一般機械器具（20） 

鉄・非鉄・金属（49） 

化学・医薬（57） 

輸送機械器具（75） 

電気機械器具（89） 

木材・パルプ（9） 

精密機械器具（18） 

 単位： 人民元  単位： 人民元  単位： 人民元 業種別 

Copyright © 2012 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 

※n=5社以上、カッコ内は回答企業数 

賞与 ヵ月 社数 

マネージャー 2.0 451 

賞与 ヵ月 社数 

エンジニア 1.9 446 

賞与 ヵ月 社数 

作業員 1.7 497 
賞与（製造業） 



８．賃金(５) 年間実負担額、賞与 

45 

 単位： 人民元  単位： 人民元 

113,473 

176,929 

181,285 

304,622 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000 

運輸業(30） 

通信・ソフトウェア業(21） 

卸売・小売業(73） 

金融・保険業(14） 

53,269 

77,306 

81,073 

97,758 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 

運輸業(31） 

通信・ソフトウェア業(23） 

卸売・小売業(83） 

金融・保険業(14） 

年間実負担額（中国 非製造業、市別、業種別） 

スタッフ マネージャー 

59,300 

63,786 

65,689 

70,127 

70,143 

74,280 

87,385 

94,602 

97,879 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 

天津市(10) 

青島市(28) 

武漢市(17) 

大連市(20) 

瀋陽市(7) 

深圳市(10) 

広州市(27) 

上海市(49) 

北京市(39) 

119,313 

120,080 

146,659 

155,830 

184,470 

190,222 

203,926 

207,095 

207,104 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 

天津市(8) 

瀋陽市(5) 

青島市(25) 

武漢市(14) 

大連市(20) 

深圳市(9) 

北京市(36) 

上海市(42) 

広州市(28) 

市別 

業種別 

 単位： 人民元  単位： 人民元 

賞与 ヵ月 社数 

スタッフ 1.9 194 
賞与（非製造業） 
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※n=5社以上、カッコ内は回答企業数 

賞与 ヵ月 社数 

マネージャー 2.0 179 


